
令和４年度当初予算(案)主要施策の概要

総 務 局

（問合せ先） 

総務局総務室  

企画調整担当課長 塩野  電話 045-210-2121 





１　一般会計 (単位：百万円)

341,401 307,178 34,222 111.1% 576 605 1,346 338,873

37,467 34,758 2,708 107.8% 576 598 1,229 35,063

303,934 272,420 31,513 111.6% - 7 116 303,810

357,084 316,460 40,623 112.8% - - 41,577 315,506

357,084 316,460 40,623 112.8% - - 41,577 315,506

50 40 10 126.5% - - - 50

50 40 10 126.5% - - - 50

2,000 2,000 0 100.0% - - - 2,000

2,000 2,000 0 100.0% - - - 2,000

700,536 625,679 74,856 112.0% 576 605 42,924 656,431

- 84,000 80,297 △164,297

700,536 625,679 74,856 112.0% 576 84,605 123,221 492,133

２　特別会計 (単位：百万円)

6,856 500,936 110,399

(単位：百万円)

2,068,879 1,916,189 152,689 108.0%

(注)　表中の金額は、百万円未満切り捨てのため、合計と符合しないことがある。

Ⅰ　令和４年度当初予算（案）総括表

令和４年度 令和３年度 対 前 年 度 比 較 本　年　度　の　財　源　内　訳
当　 　初 当　 　初

増減額 伸率
特　 　定　 　財　 　源

一般財源
予　算　額 予　算　額 国庫支出金 県　債 その他

(款）総務費

(項）総務管理
 費

(項）徴税費

(款）公債費

(項）公債費

(款）諸支出金

(項）普通財産
 取得費

(款）予備費

(項）予備費

小　 　計

使途を指定しな
い収入

一般会計  計

令和４年度 令和３年度 前 年 度 比 較
本　年　度　の　財　源　内　訳当　 　初 当　 　初

増減額 伸率
予　算　額 予　算　額

公債管理特別会
計

618,191 607,151 11,039 101.8%

公営競技収益配
分金等管理会計

1,400 1,417 △17 98.7%
収益配分金収入

109.8%
地方消費税収入 地方消費税清算金収入

財産収入 繰入金 県債

370,411 378,339

総務局 計

繰越金

1,400 0

地方消費税清算
会計

748,751 681,940 66,811

科目

内訳

会計

内訳
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高相合同庁舎の耐震・老朽化対策 

県有財産の利活用の推進 

Ⅱ 総務局主要事業の概要 

１ 高相合同庁舎の再整備 

○ 高相合同庁舎建替工事関係費 … ② 4億9,460万円 

老朽化が著しく耐震性に懸念がある高相合同庁舎について、建替による再整

備（令和８年度供用開始予定）を行う。また、敷地内に仮設庁舎を設置し借上

げる。 

（高相合同庁舎新築工事基本設計費、既存庁舎除却工事実施設計費、 

仮設庁舎借上事業費） 

[総務室管理担当課長 TEL 045-210-2122] 

２ 不動産の売払い 

○ 不動産売払収入 … ① <収入  6億7,000万円> 

将来にわたり県自ら活用する予定のない県有地を売却する。 

[財産経営部財産経営課長 TEL 045-210-2501] 

３ 県有財産の利活用 

○ 未利用県有地の有効活用の取組み … ①

未利用県有地の有効活用のため、建物除却やアスベスト調査等を行う。

・県有財産活用推進費  2億1,797万円 

・緑警察署除却費   1億2,200万円 

・元川崎合同庁舎除却費   1億1,200万円 

 [財産経営部財産経営課長 TEL 045-210-2501] 

〇 県有財産老朽化対策推進費 … ①              1,969万円 
 老朽化が進み更新が必要な施設について、民間活力の導入や施設の最適配置
による県負担額の軽減を図るため、民間活力導入可能性調査等を行う。 

[財産経営部施設整備課長 TEL 045-210-2550] 

４ 県有財産の効率的運営 

○ 県有財産各所営繕費 … ① 4億円 

県有施設の維持管理のため、必要な維持修繕工事等を行う｡ 
 [財産経営部施設整備課長 TEL 045-210-2550] 

○ 県有施設長寿命化対策費 … ① 11億円 

県有施設の長寿命化を図るため、既存施設の劣化に対して計画的に修繕工事

等を実施し、適切な維持管理を行う｡ 

[財産経営部施設整備課長 TEL 045-210-2550] 

【事業の対象区域】 
① 全市町村
② 相模原市

○新  
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ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）の推進 
 

 

 

かながわＩＣＴ・データ利活用推進戦略に基づき、人々に温かさや優しさを伝え

られるサービスの体験、体感「デジタル・エクスペリエンス」を重視した神奈川ら

しいＤＸを推進する。 

 

〇 データ統合連携基盤の取組 … ① （Ｐ５参照）      1億2,576万円 

ＥＢＰＭや複合的な課題の解決に向けた分野横断的な政策立案等に活用する

ため、新型コロナウイルス感染症対策や防災分野をはじめ、多様なデータを収

集、蓄積するデータ統合連携基盤の導入等を行う。 

 [デジタル戦略本部室デジタル戦略担当課長 TEL 045-285-0542] 

 

〇 電子自治体共同運営サービス事業の推進 … ①        7,637万円 

県民サービスの向上を図るため、電子申請システム及び施設予約システムを

市町村等と共同で運営し、24時間どこからでもオンラインで申請・届出や手数

料の支払及び公共施設の予約を行えるようにする。 

 [デジタル戦略本部室情報システム担当課長 TEL 045-210-3303] 

 

○ 行政手続オンライン化の推進 … ①             2,042万円 

徹底した県民目線に立った行政サービスを提供するため、電子申請システム

とＷＥＢ会議システムを連携することにより対面手続のオンライン化を実現す

るともに、施設予約システムの対象施設を拡充して、行政手続オンライン化の

加速化を図る。 

 [デジタル戦略本部室情報システム担当課長 TEL 045-210-3303] 

 

〇 県税事務所窓口におけるキャッシュレス化の推進 … ①      36万円 

県民の利便性向上のため、納税証明書の交付手数料を納付する手段として、

キャッシュレス決済を導入する。 

[財政部税務指導課長 TEL 045-210-2320] 

 

○ ＩＣＴ活用による業務効率化 … ①             4,276万円 

定型的な業務の効率化を図り、限られた予算・人材を有効に活用するため、

ＲＰＡ・ＡＩ－ＯＣＲを活用した業務自動化のための取組を行う。 

 [デジタル戦略本部室情報企画担当課長 TEL 045-210-3390] 

 

○ テレワークの推進 … ①                14億2,369万円 

モバイルパソコンやコミュニケーションアプリを活用し、時間や場所にとら

われない柔軟な働き方を実現するとともに、業務継続性を確保する。 

 [デジタル戦略本部室情報システム担当課長 TEL 045-210-3303] 

一部○新  

○新  

○新  
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〇 神奈川情報セキュリティクラウドの構築・運用 … ①   8億8,679万円 

県と県域市町村等のインターネット接続口を１か所に集約し、より高い水

準のセキュリティ対策を行うため、県が自治体情報セキュリティクラウドを

運営する。また、利便性や効率性を向上させるため、次期セキュリティクラ

ウドに移行する。 

[デジタル戦略本部室情報システム担当課長 TEL 045-210-3303] 

 

○ ヘルスケアＩＣＴシステムの推進 … ①          5,915万円 

県民や企業等の主体的な未病改善の取組を促進するため、「マイＭＥ－Ｂ

ＹＯカルテ」に、健康情報の収集・蓄積を図るとともに、行政や民間による

健康情報の利活用を進める。 

[デジタル戦略本部室デジタル戦略担当課長 TEL 045-285-0542] 

 

○ デジタル分野の専門的な研修の実施 … ①         1,041万円 

デジタル部門の職員等を対象に、ＤＸ推進に必要な専門知識、技術等の習

得を図るための専門的な研修を実施する。 

[デジタル戦略本部室情報企画担当課長 TEL 045-210-3390] 
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一部○新  データ統合連携基盤の取組 

 

１ 目的 

データ統合・分析ツールを導入し、様々なデータを一元的に扱えるデー

タ統合連携基盤を構築するなどにより、これまでは困難だった課題の「見

える化」や職員の業務の効率化、データに基づく政策立案を推進する。 

 

２ 予算額 

   １億２,５７６万円 

 

３ 事業内容 

新型コロナウイルス感染症等に関するデータの統合・分析を引き続き進める

とともに、データ加工・データ処理の自動化による業務改善を行う。 

データ統合連携基盤の市町村との共同利用による災害時等の迅速な情報共有

や様々な社会課題の解決を目指す。 

ニーズに応じた質の高い県民サービスを提供するため、多様なデータの利活

用により、課題を「見える化」し、施策の立案、実行及び検証を効果的に行

う。 

 

＜様々なデータを一元的に扱えるデータ統合連携基盤のイメージ＞ 

新型
コロナ

様々な住民サービス

県 市町村 企業 アカデミア ・・・・

防災

市町村市町村

データ統合連携基盤

その他の分野にも
順次拡大

 
 

 

 

 

 

問合せ先 

デジタル戦略本部室デジタル戦略担当課長 TEL 045-285-0542 
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